平成26年5月22日
平成26年度有料老人ホーム運営研修
熊本労働局労働基準部監督課
働き方・休み方改善コンサルタント
１．労働時間の制限
　　○1週の労働時間の制限（法定労働時間……法律で定めている労働時間）
　　　1週40時間以内　
　　○1日の労働時間の制限（　　　　　　　　同　上　　　　　　　　　）
　　　１日８時間以内　　
　　　　　
　　○1週、1日の制限を超えて労働させることができるのか？
　　　
☆「時間外労働・休日労働に関する協定」（いわゆる「36協定」）
　　　　・使用者と過半数労働者代表と書面による協定締結
　　　　・労働基準監督署長に届出
　　　☆変形労働時間制度
　　　　　変形労働時間制度とは、繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所定労働時間を短くするといったように、一定のルールのもと業務の繁閑に応じて、労使が工夫しながら労働時間の配分などを行い、これによって全体としての労働時間の短縮を図ろうとするものです。
1カ月単位の変形労働時間制、1年単位の変形労働時間制　等があります。
　　　　・１か月単位の変形労働時間制度とは、使用者と過半数労働者代表と書面による協定締結、又は就業規則等により、１か月以内の一定の期間を平均し、１週間当たりの労働時間が４０時間｛特例措置対象事業場（労働者数１０人未満の保健衛生業等）は４４時間｝以下の範囲内において、１日及び１週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度です。
「１か月単位の変形労働時間制での１か月が３１日間の場合」
モデル例
	
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	週計

	1週目
	休
	16ｈ
	明け
	8ｈ
	8ｈ
	8ｈ
	8ｈ
	48ｈ

	2週目
	休
	8ｈ
	16ｈ
	明け
	8ｈ
	休
	休
	32ｈ

	３週目
	休
	8ｈ
	8ｈ
	16ｈ
	明け
	8ｈ
	8ｈ
	48ｈ

	４週目
	休
	休
	8ｈ
	8ｈ
	16ｈ
	明け
	休
	32ｈ

	５週目
	休
	16ｈ
	明け
	
	
	
	
	16ｈ

	
	総労働時間
	176ｈ


※法定労働時間の上限　３１日÷７日×４０ｈ＝１７７．１ｈ以内
　　　　　　　　　　 （４．４３週）
上記　１７６ｈ‹１７７．１ｈ　となり法定労働時間の範囲内
２．労働時間とは
　○労働時間は使用者の指揮命令下の時間、待機時間(手待ち時間)を含む
　　
・判断の要素
　　　　業務との関連性の有無
　　　　使用者からの義務付け（事実上の強制を含む）
　　・研修時間は？
就業規則上の制裁等の不利益な取扱いの有無や、教育・研修の内容と業務との関連性が強く、それに参加しないことにより本人の業務に具体的支障が生ずるか否か等の観点から、実質的にみて出席の強制があるか否かにより判断される。
　３．宿直と夜勤の違いについて
　　　　夜勤は通常の労働時間、宿直は別枠
○宿直
労働基準法上の宿直業務とは、労働基準法第４１条同法施行規則第２３条に規定する「断続的な宿直業務」をいい、所轄労働基準監督署長の許可を受けた上で、法定労働時間に加えて行われる、原則として週１回の宿直業務（常態としてほとんど労働する必要のない場合に限る※）のことです。
※なお、許可を受けた宿直業務であっても、許可後に状況が変わって、１人の労働者が週に２回以上宿直業務に従事したり、軽度かつ短時間の作業以外の作業が頻繁に行われたりした場合には、許可が取り消され、通常の労働時間としてカウントする必要が出てくる場合がありますので、注意してください。
また、夜勤者と宿直者の両方が同時に勤務しているような場合に、夜勤者が行うべき通常業務を安易に宿直者に依頼することのないよう注意してください。
「軽度かつ短時間の作業」については労働基準監督署にお尋ねください。
・一般的許可基準
　※宿直は労働基準監督署長の許可が必要
イ）常態としてほとんど労働する必要がない勤務
ロ）通常の労働の継続ではない
ハ）一定額の宿直手当の支給
ニ）宿直の回数は原則として週１回
ホ）相当の睡眠設備の設置
○夜勤
これに対して、一般的な夜勤は、法定労働時間の範囲内で行われる通常業務で、法定労働時間や法定休日が確保されていれば、労働基準監督署の許可や回数・業務内容の制限等の規制はありません。（深夜労働時間帯の２２時～５時に勤務した場合は、深夜労働の割増賃金が必要となり、夜勤を含めた労働時間が法定労働時間を超えれば時間外労働の割増賃金が必要となります。）
以上
1

